
賃貸借契約の　当事者の変更（２０２５年１２月１０日掲載）

所有権移転登記の確認を

【質問】

　借りているマンションの大家が変わり、今後は賃料を自分に払ってくれという通

知が、新しい大家から届きました。新しい大家に賃料を払ってよいのでしょうか。

　

【回答】　　　　　　　　　　　　　　　　　

　旧所有者が賃借人に建物（マンションの一室）を賃貸しているとき、旧所有者が

新所有者に建物を譲渡して建物所有権を移転した場合、賃借人が対抗要件を具備し

ていれば、賃借人は新所有者に賃借権を主張できます。また、新所有者は賃借人の

承諾なく、当然に賃貸人の地位を承継します（民法第６０５条の２第１項）。

　賃借人の対抗要件具備とは、建物の引き渡しで足り、賃借権の登記までは必要と

されていません（借地借家法第３１条）。

　ご質問では、マンションを借りているとのことなので、引き渡しを受けていると

考えられることから、対抗要件を具備していることとなり、新所有者に賃借権を主

張でき、また、新所有者が旧所有者から当然に賃貸人の地位を承継していることと

なります。

　もっとも、新所有者が賃借人に賃料を請求できるのは、建物の所有権の移転登記

をしたときとされています（民法第６０５条の２第３項）。新所有者に所有権の移

転登記が必要とされているのは、賃借人が、旧所有者、新所有者いずれに賃料を支

払えばいいのかわからない不利益を回避するためです（賃料二重払いの危険）。

　ご質問からすると、質問者は新しい大家から連絡を受けただけのようですので、

新しい大家がマンションの所有権移転登記を備えているのかわからない状況と推測

されます。そのため、新しい大家に対して、マンションの登記事項証明書を交付す

るよう求め、移転登記を確認後、賃料を払えばよいでしょう。

（弁護士　村田興平）

　


